地域児童見守りシステムモデル事業公募要領
	１．目的


児童が犯罪に巻き込まれる悲惨な事件が後を絶たず、地域における児童の安全確保が喫緊の課題となっています。このため、ＩＣＴを活用し地域における児童見守りシステムモデルの構築・運用・評価等を地方公共団体等に委託し、その成果を全国に普及させることを目的とするものです。
	２．委託事業の概要　


（１）実施主体

　　地方公共団体又は地方公共団体に加えＮＰＯや企業等の民間団体等から構成される協議会
（２）委託事業の内容

　　地域において、地方公共団体、ＮＰＯ、企業等が連携し、電子タグや携帯電話等を活用した児童の安心・安全確保のための情報通信システムの構築（企画、設計及び開発）、運用等を行い、実運用に際しての課題等について、評価・分析することを委託するものです。

ア　対象：小学生

　　イ　構築するシステム：児童が持つ端末設備（電子タグや携帯電話等）を活用し、児童の登下校時における確認等、児童の安心、安全を確保できるような情報通信システム（既存の情報通信技術を活用したものであり、研究開発要素を含むものではありません）。

　　ウ　対象経費：上記システムの開発、運用等、事業の実施に必要な費用

エ　成果物：システム設計書、成果報告書等、委託契約書に定める成果物を総務省に提出願います。

（３）委託事業の実施期間

　　契約締結日から平成１９年３月２３日まで

　　（翌年度に繰り越す場合は、別途協議）
（４）委託金額

　　１事業につき１，０００万円以上1億円以下とします。
（５）委託件数

　　２０件程度
	３．提案手続


（１）応募資格　
　　地方公共団体又は地方公共団体に加えＮＰＯや企業等の民間団体等から構成される協議会（協議会による提案は、当該協議会に参画する代表機関が行うこととします）。本事業は文部科学省とも連携して行っており、各教育委員会と連携を図ってください。
　　なお、同一の者が、異なる地域を対象に異なるシステムにより事業を実施する場合は、複数の提案を提出することも可とします。

（２）提案書様式

　　別添の様式に従い代表者による記名押印の上、提出願います。

（３）その他の補足資料

　　提案書の補足資料として、協議会による提案の場合は、規約・構成及び代表機関が代表となることに関し同意する書面並びに代表機関の定款及び直近年度の決算報告書を提出願います。

なお、今後、協議会の設置を予定している場合は、設置までのスケジュール、規約・構成（案）、各構成機関の協議会への参加を確約する書面及び代表機関が代表となることに関し同意する書面等を提出願います。

　　その他、提案を補足する資料があれば、Ａ４片面（様式自由）で１０枚程度添付することができます。

（４）提出期間
　　平成１９年２月６日（火）から平成１９年３月５日（月）まで　　　

（５）提出部数等
　　提案書類（提案書及び補足資料）は次の部数を提出願います。

　　　正本　　１部

　　　副本　１０部

　　提出に当たっては、ＣＤ－Ｒ等の電子媒体も併せて提出願います。

（６）提出先・問合せ先
　　所管する総合通信局等に持参又は郵送等願います。

　　なお、郵送等の場合は〆切日までに必着するよう送付願います。
	４．委託事業に求める要件等


（１）事業の類型
　　児童が所持等する端末設備により、以下の2類型に分類することとします。
	主として携帯電話（ＰＨＳを含む。以下同様）を用いるもの
	携帯電話単独又は携帯電話とその他の端末の組合せ

	主として電子タグ等の無線端末を用いるもの
	電子タグ（パッシブ型又はアクティブ型あるいは両者の組合せ）、その他無線端末又はそれらの端末の組合せ


（２）システムに係る要件

　　構築するシステムは、次の要件を満足することが必要です。

ア　機能性

地域において児童の安心・安全を確保するために有効な機能を有すること。

具体的には、児童の登下校時における確認システムを含めることを必須とし、地域の実情に応じ、情報提供システム、状態把握システム、危険通報システム等が含まれることも可能とする。児童の学校外活動に対応するものが含まれてもよい（それぞれのシステムの概要は、以下参照）。
	名称
	概要

	登下校時における確認システム
	児童の登下校状況を保護者等が確認できる

	情報提供システム

	不審者情報等の提供を希望する保護者の携帯電話やPC等に対してメールで配信する

	状態把握システム

	携帯電話等を児童が持つことで、児童の位置を確認する

	危険通報システム

	危険が生じたときに児童が持っている端末設備を操作することで保護者や近隣住民等に危険を知らせる


イ　汎用性

原則として既存技術を組合せることにより、容易に導入が可能であること。既に導入されている情報通信インフラやアプリケーションシステム等と接続、連携することも妨げない。

（３）事業内容に係る要件

　委託事業は、次の要件を満足することが必要です。

ア　地域性：地域の関係団体との連携が確保されるなど地域として課題の解決に取り組むもの、または、取り組む予定であること。

イ　継続性：事業終了後、成果が自主的かつ効率的に活用される予定であること。
ウ　普遍性：他の地方公共団体等において、その成果が活用されうるものであること。

	５．モデル事業の選定


（１）実施地域

実施地域に制限は設けません。ただし、採択に当たって、個々の提案の優劣に加え、実施地域の人口規模、地理的条件等の点において多様性の確保を考慮することとします。

（２）選定方法

総務省が設置する外部有識者等からなる評価会により決定することとします。

なお、評価に際しては、提案者ヒアリング等を実施する場合があります。
（３）評価事項

　ア　提案内容が各要件を満足していること。　

イ　提案内容が本事業の目的等に合致していること。
ウ　事業実施に必要な実施体制、予算額等が明確にされており、かつ、効率的に事業遂行できるものであること。
エ　本事業の成果を踏まえ、引き続き運用する見込みのあるものを優先する。
オ　個人情報保護等に配慮した取組を優先する。

（４）採択結果の公表

採択結果については、３月中に公表する予定です。

	６．委託契約


（１）委託契約の締結
採択された事業について、国と地方公共団体又は協議会の代表機関との間で委託契約を締結します。採択決定後、契約条件の協議が整い次第、速やかに委託契約を締結することとします。
　　　なお、実際の契約の際の契約金額は、必ずしも提案金額と一致するものではありません。また、契約条件が合致しない場合には、委託契約の締結ができない場合もありますので、御了承ください。
（２）委託費
　　委託費は委託契約に係る契約書及び提案書に定められた使途以外の使用は
認められません。また、委託費の支払いについては、事業終了後に速やかに実績報告書の提出を受け、委託金額を確定した後、精算払いとなります。
　（特に理由がある場合、財務大臣協議等の所定の手続き、承認を得た上で、年度の途中で概算払いが認められることもあります。）
（３）委託費の内容
事業に必要な経費として、以下の費目について支出することができます。ただし、事業に必要な機器類は原則リースによるものとしますが、必要と認められる場合は、購入することも可能です。また、システム開発等、必要と認められる場合は、事業の一部を外部機関に委託（請負）することが可能です。
	区分
	経費区分
	内容

	人件費
	人件費
	事業に直接従事した調査員､研究員等の労務費

	事業費

	諸謝金
	外部有識者等の講師及び原稿執筆等に対する謝金

	
	旅費
	外部有識者等の旅費等

	
	通信運搬費
	回線使用料、郵便料、宅配便の運搬費等

	
	会議費
	会議に必要な費用

	
	消耗品費
	事務用品、電子タグ等

	
	借料及び損料
	サーバ、携帯電話等の機器の借料、会場借料等

	
	賃金
	アルバイトの雇上費等

	
	印刷製本費
	会議資料及び報告書等の印刷費

	
	その他
	外注費、物品購入費等

	一般管理費
	一般管理費
	（人件費の１０％以内）


（４）購入した設備・機器等の扱い
ア　維持・管理

事業期間中は原則として受託機関が行うこととします。

イ　事業終了における扱い

残存価格による買い取り等、詳細は、別途協議することとします。

なお、地方公共団体又は公益法人が受託機関であって、委託契約終了後も引き続き事業を継続等する場合は、総務省が適当と認める場合は、当該設備等を無償で貸し付けることができます。
平成　年　月　日

総務省政策統括官（情報通信担当）殿

所在地

機関名

代表者氏名　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自筆で記入したときは、押印を省略できる。）

「地域児童見守りシステムモデル事業」提案書を下記のとおり提出します。

記

１　実施主体等

	（１）事業名称
	

	（２）対象市区町村
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（３）対象小学校
	　　　小学校（児童数　　名）

	
	対象児童
	学年　　　名　　　

	（４）実施主体

（実施主体が協議会の場合は、代表機関も併せて記載）
	

	（５）担当者所属
	

	（６）担当者名
	

	（７）連絡先
	住所

	
	電話：
	e-mail：

	（８）協議会参加機関名

（実施主体が協議会の場合のみ記載）


	

	（９）実施主体が過去に同様または類似の取組みを行った実績

（過去５年度以内に実施した取組の概要を記載）
	


２　委託費等

	（１）委託金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	（２）積算内訳


	別葉にて経費区分に従い積算内容及び金額を記載した積算内訳を作成願います。

（例）

項目

積算内訳

金額

備考

人件費

　人件費

事業費

　諸謝金　

一般管理費　

総額　

事業費と委託費が異なる場合は、その内訳、支弁方法等を欄外等に記載願います。

	（３）再委託

（再委託を行う場合に記載願います。）
	再委託の相手方

再委託の業務範囲

再委託の必要性

再委託する金額



	（４）機器等の購入

（機器等を購入する場合に記載願います。）
	購入する機器名

リースが困難な理由

金額


３　構築するシステム

	（１）システムの類型
	□　主として携帯電話を用いるもの　

□　主として電子タグを用いるもの

	（２）付加するシステム事例
	□　情報提供システム

□　状態把握システム

□　危険通報システム

□　その他、児童の安心・安全を確保するシステム

（その他については、具体的に記述願います。）

【システムの全体概要】

（構築するシステムのイメージを記載願います。）




４　事業内容　

	（１）事業概要


	（本事業の概要を記載願います。）



	（２）目的


	（本事業の目的を記載願います。）



	（３）実施体制


	（関係機関の役割分担等、実施体制を記載願います。）



	（４）実施スケジュール


	（平成１８年度内に成果が得られない可能性がある場合は、平成１９年度末までのスケジュールを記載願います。）



	（５）有効性


	（事業運営について、継続性、普遍性の観点からそれぞれ有効性を記載願います。）



	（６）達成目標


	

	（７）事業の評価方法


	

	（８）その他


	（個人情報保護等への配慮した事項等、特筆すべき事項等あれば、適宜記載願います。）




様　式
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